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新潟県 の天然 ガ ス事情 につ いて*

平 塚 饒**

I 天 然 ガ ス の 開 発 とそ の 利 用 に つ い て

I-1 水 溶性 天然ガスの開発

今か ら約40年 前,大 正15年 日本石 油株式会 社新潟製油

所で工業用水井戸の掘鑿を行な った。 ところが深度324

mで 多量 の泡の沸 く出水をみた。泡を集収 し天然ガスを

確認の上,工 場の燃料に使用 した。 これが新潟地区の深

層の水溶性天然 ガスの工業用に使用 したは じまりであ る

が,そ の後 は別に鉱業的な開発 も進め られず,昭 和15年

まで経過 した。

昭和15年 に至 り日本鑿泉の技術に よ り,北 越製紙 ・日

東紡績が沼垂地区におい ていずれ もこの深層を開発 し,

自家工業用燃料 として使用を始めた。 これ等の ガス井戸

はいずれ も日産1,000～1,500m3の もので,鉱 業的開発

の元祖 ともい うべ きで あろう。 また 日本軽金属 は出来島

地区に,日 本鉱業 は関屋地区に それ ぞれ試掘 し,水 溶性

天然 ガスの賦存 を確認 した。

日本鉱業 の如 きは深度450mで ガス量1,750m3を 記録

した が,期 熟せず開発に至 らなか った。戦後極端 に燃料

が逼迫 し木炭車が横行 する時代 に,新 潟 交通が天 然ガス

に着 目し,万 代橋上手 に 日本鑿泉 の技術 によ りガス井戸

を掘鑿 し,深 度425mで6,000m3/dの 大成 功を収 めた。

これに よって,沼 垂 ・出来 島 ・関屋 とともに,市 の中

央部一帯 に豊富な天然ガスの賦存す ることが明 らかにな

り,燃 料 窮乏の期 と相俟 って,爾 来急速 に開発 が促進さ

れ るに至 った。す なわち 開発 を年次 的にみれば第1表 の

ようで ある。

第1表 新潟水溶性ガ ス開発 の足取 り

以上 の うち,帝 国石油 を除き北越 製紙 ・日東紡績 ・日

本軽金属 ・新潟鉄工 ・新潟 交通 ・北陸 瓦斯 等の各社は,

いずれ も自家用 を目的に開発 され たものであ り,そ の生

産量 も昭和25年 末約300万m3/月,・ 同27年 末 約500万m3/月

に達 し,都 市 ガス ・自動車燃料 ・工業燃料 に供 給 され,

戦後の他地域 において,燃 料不 足に悩 んでい るとき,独

り新潟地区は天然ガスの恩恵 を享受す ることがで きた。

この水溶性 天然ガスを化学工 業原料に利用せん とす る

企画は,日 本瓦斯化学 工業(株)に おいて初めて樹て ら

れ,天 然ガス60万m3/月 を原燃料 として,メ タノー ル300

t/月 の工 業的製造 に成 功 し,世 の注 目を引いたのが昭和

27年 の ことであ った。 この ことが 日本にお けるメタノー

ル製造の方式を一変 して,メ タノール製造は

天然ガス方式生産/全国生産=55.2万t/59.4万t=94%

新 潟 県生産/全国生産=26.2万t/

59.4万t=44%

とな った。 このことか らみ ても,化 学工業 に対 する天 然

ガス利用の有利性が よ く理解で きる。天然 ガスが ア ンモ

ニ ア工業 の原料 として利用 され たのは昭和32年,日 本瓦

斯化学工業(株)松 浜工場が 日本で最初 であ って,翌33

年に 同社で アンモニ アの3倍 増設,な らびに東洋 ガス化

学工業(株)の アンモニ ア工場新設が行 なわれ,新 潟は

天然 ガス化学工業 のメ ッカ と変わ って行 った。 この情勢

につれ て天 然ガスの需要 が急激 に増加 して,水 溶性 天然

ガスの他 に業構造性天 然ガスの開発 が活発 化 して きた。昭

第2表 新潟県天 然ガス生産量(100万m3/年)

* 昭和41年5月18日 ,第31回 石油技術協会通常総会特別講演
** 天然ガス鉱業会新潟支部長
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223 平 塚 饒第1図 新潟県天然ガス年次生産量と用途別供給量(付,国内主要県の生産量)
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和30年 以降40年 までの構造性 ガス開発の足取 りをみ ると

第2表 のようで ある。

第1表 に示す如 くこの10年 間にその地 位を入れ替え,

ただ今では構造性89%,水 溶性11%の 比率 とな った。 こ

れ等の変遷は第1図 ・第2図,第3表 ・第4表 にみ られ

るとお りであ る。

第2図 新 潟県天然 ガス需給 バ ランス実績

第3表 天然 ガス主要生産県の生産量(103m3/年)

第4表 新潟県天然 ガス用途別供給 量(103m3/年)

I-2 構造性天然 ガス の開発

大正5年 か ら生産記録を持つわが国の天然 ガスは,初

期は石 油 と共産す る構造性 ガスには じまり,そ の後千葉

・新潟において細々 と水溶性 ガスの生 産が開始されたの

であ るが,化 学工 業におけ る利用に伴 な って「天然ガス」

が大 き く世 に喧伝 されるよ うにな ったのは,水 溶性 ガス

の増 産に よってであ った。構造性 ガスは戦後 も依然石 油

と併産す るもののみであ ったが,政 府 は昭和30年 石 油 ・

天 然ガス資 源開発法 を制定 し,石 油資源 開発(株)の 創

立 とともに第1次 開発5ヵ 年計画 を,昭 和37年 第2次5

ヵ年計画 を,さ らに昭和41年 第3次5ヵ 年計 画 を 策 定

し,鋭 々その実行を推進 され,第1表 の如 き今 日の発展

をみ るに至 った。

この政府施策に よ り,新 潟県の新発見 ガス田か らの構

造性天然 ガス生産量 は第5表 に示す如 く,総 生 産量 は実

に45億m3を 超 える ことに至 った。

第5表 30年 以後新発見油 ・ガス田の天然

ガス生 産量

新潟県内の新発見油 ・ガス 田の分布を第3図 に,そ の

開発状 況を第4図 に示す。第5図 はわが国にお ける原油

・天然 ガスの生産趨勢を示 した ものだが,主 として昭和

30年石 油 ・天然ガス資源開発法制定後の増産 の足 ど りを

表 示 し,併 せて昭和21年 以 後の生産量を記録 した。
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図表に示す如 く,本 邦 の

石 油 ・天 然ガス の採取歴史

は古 く,石 油は92年,天 然

ガスは50年 経過 したが,資

源に恵 まれ ないため,こ の

間における石 油総生産量は

2334万kl,天 然 ガス総生産

量 は98億m3で,昭 和40年 の

産量 はそれ ぞれ80万kl,18

億m3で あ って,こ れを ア

メ リカの年産量 と 較 べ る

と,第6表 の ように きわめ

て貧 弱であるが,昭 和30年

石油 ・天然 ガス資源開発法

発動後 は,開 発 と同時に積

極 的探鉱 を実施 し,埋 蔵量

確保 に積極 的施 策が進め ら

れい る。

第3図 新潟県内油 ・ガス 田分布 図(昭 和30年 以降新発見油 ・ガス 田)

第6表 米 国 との比較

I-3 埋蔵量 の発見 と採取量

石 油 ・天然 ガス資 源開発法制定後 の石油お よび構造性

ガスの発見,埋 蔵量 と採取量 の関係 をみ る と第7表 のよ

うであ る。

第7表 発見埋蔵量と採取量

すなわち最近5年 間,天 然ガスについては発見埋蔵量

66/採取量33=2で あって,需 要 に対 する安定 供給 は甚

だ不安 といわざ るをえない状 態で,探 鉱活動の飛躍的強

化 が強 く要望され る一方,水 溶性天 然ガス開発 の再検討

が必要にな ってきたゆえんであ る。

II 水 溶 性 天然 ガ ス に 附 随す る 問題 点

II-1 排水 と地 盤沈下 との関連

昭和30年 頃か ら,新 潟市 内,特 に信濃 川河口臨 港を中

心 として,地 盤 沈下現 象が現 われ始 めた ことに対 し,科

学 技術庁 長官は同庁資 源調査会 に対 して,こ れ が原 因の

調査を命 じたが,科 学 的な結論 を得 られ ないままで,昭

和34年6月 一応 の報告 が提出され た。

それ は,地 盤沈下 の原因 として考 え られ る色 々の現象

につき8つ の因果関係を上 げて,こ れ に対 し意見 の具 申

がな された ものであ った。その8つ の原因説中で 「地下

水 の急激な大量汲上げ説を重視せざるを得ない」 との意

見 が述べ られたが,天 然ガス業界 として充 分諒解がで き

る説明は何等得 られなか った。 しか し,ガ ス業界 として

(20)
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第4図 新潟県構造性天然ガス生産量(21)
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第5図 本邦石油・天然ガス生産趨勢(22)
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は,地 域社会 の不安解消 の1つ の手段 として,ガ ス採取

量お よび採取地域 の制限を含めて,昭 和34年2月,自 主

的 の採取規制に踏み き ったので ある。爾来今 日まで第8

表 の とお り4回 の規制が 行 な わ れ た。

第8表

この規制 によ って,40年12月 の現状 は第9表 のよ うに

な ってい る。

第9表 40年12月,水 溶性 ガ ス残存状況

しか も,構 造性 天然ガスの現状 が前述 の ように下 向き

を辿 る傾向と逆 に,需 要はます ます上 向きの傾 向にあ る

現状 において,地 域 産業開発 の要請 に応ず るためには,

長期安定供給 の途 を真 剣に切 り開かなけれ ばな らない。

II-2 地中分離方式ガス採取法 について

水溶性 天然ガスは先に述べた とお り,規 制 によ り設 備

容量の42%を 稼 動す るに過 ぎない。一方 新潟市 周辺 の平

野地 区において,優 に300～500億m3の 埋蔵量 が確 認さ

れている。新 潟県においては昭和40年 か ら,水 溶性 ガス

の合理的採取 方法について研究 を進 め られ,41年3月 地

下分離 実験 井の完成 をみ,今 後10ヵ 月にわた って採取試

験 を行 ない,合 理 的採取法を完成 させよ うとしてい る。

この実験 の成 果に よって,一 切の排水を行なわず,ガ ス

だけを採取す ることが可能 となれば,高 価 な排水設 備を

必要 とせず,理 想的の方法 と考 え られ る。

III LNG(液 化 天 然 ガ ス)受 入 れ に つ い て

最近 エネルギー源 として,近 隣諸 国か らのLNGの 輸

入が話題に のぼ るように なった。特に新潟は ソ連の サハ

リンか らのLNG受 入基地 の候補地 と してあげ られてい

るので,そ の立地条件 を中心 として意見 を述 べ て み た

い。

III-1 外 国におけるLNG事 業 の実状

LNG事 業が商業 的規模で実現 したのはきわ めて新 し

く,現 状 においては,天 然 ガスの輸 出を目的と したもの

はアルジ ェリアか らイギ リス ・フラ ンスに業輸 出 している

例 があ るのみで,こ のほかアメ リカ国内に,需 要の季節

変動に対処 するためのガスの貯 蔵を目的 とする ものがい

くつかあ る。

アル ジェリアのLNG事 業 は,埋 蔵 量1兆m3と いわ

れ るハ シメールガス田のガスを,約500kmの パイプラ

インに よって海岸のアルゾーまで送 り,こ こに300億 円

以 上の資金を投じで建設 された液 化能 力15億m3/年 のガ

ス液化工 場があ る。 このガスの うち10億m3は1.2万tの

冷凍 タ ンカー2隻 でイ ギリスに輸出され,5億m3は1.1

万tの タンカー1隻 でフラ ンスに輸 出されてい る。

アメ リカ国内における貯蔵 を 目 的 と し たLNG基 地

は,ハ ッケ ンザ ック等4ヵ 所 ですでに完成 してお り,そ

のほか3～4ヵ 所 で建設 中または計 画中であ るといわれ

る。現存 す るLNG基 地 の うち最大 の ものの規模は,液

化能 力14万m3/日,貯 蔵能力2,800万Nm3,再 ガス化能力

57万m3/日 であ る。

アル ジェリアにおけるLNG輸 出事 業の 成 功 に よっ

て,そ の後 各地 でLNG輸 出が計 画されてい るが,そ の

実情は第10表 のよ うである。

III-2 LNG受 入基地 と して の新潟

(1) ソ連サハ リン地区 よりホル ムスク港 まで約900kmパ

イプ輸送の上,液 化貯蔵 されたLNGは,海 上約1,000

kmで 新潟に到着す る。 これはAlaskaよ り東京 まで の距

第10表 計 画 中 のLNG事 業

(注) このほか米国内では貯蔵用のLNG計 画の工事中または計画中のものが5ヵ 所ある。
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離 の1/5である。

(2) 新潟には 現在 新工業港が建設 されつつあ って,昭 和

43年 に一部 の使用 が可能 とな る。計画水深16mでLNG

船 の受入に は好都合 であ る。

(3) 新工業港 の背 後地には広 大な安価な土地があ って,

貯蔵液化等 の施設 を置 くには適 してい る。

(4) 新工業港 を中心 として至 近の距離 に,東 新潟 ・紫雲

寺,ま た直江津港 の近 くには頸 城の構造性 ガス田があ っ

て,こ れを利用す ることによって季節的需要変動に応ず

る地下貯蔵がで きる点で,他 のいずれ の地区 よ り有利で

ある。

(5) 新潟 と東京 間には現在東京 ガス送 りのpipe lineが

布設 され ていて,東 京地区への送 ガスも可能であ る。

(6) 新潟市 ・直江津市周辺には多数 の化学工業,な らび

に他の工業設備が あって,天 然 ガスの需要が大 きく,ま

たその増量の可能性 も大 きい。
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